
事業群評価調書（令和３年度実施）

3-3 石川　拓哉

6

① 35,769

② 8,414

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 65種 68種 71種 74種 77種
77種
（R7）

実績値②
59種
(R元）

進捗状況

達成率
②／①

―

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 20％ 22％ 26％ 32％ 40％
40％
（R7）

実績値②
18％
(R元）

進捗状況

達成率
②／①

―

R元実績

R2実績

R3計画

4,255 4,255 12,164 【活動指標】 1 1 100%

4,109 4,109 12,120 1 0 0%

4,659 4,659 12,321 1

【成果指標】 42,028 42,028 100%

42,028 42,028 100%

― ― ― 42,028

多様な主体による参画
事 業 群 名 令和２年 度事 業費 （千 円） 　※下記「２．令和２年度取組実績」の事業費（R2実績）の合計額

一般県民、対馬市内小中学生、野生生物センター来訪者

●事業の成果
・鳥獣保護については、鳥獣保護区を現状維持
するとともに、普及啓発については、対馬野生
生物センターでの解説活動の通年実施、対馬の
小中学生を対象とした講演会（４回）実施によ
り、野生鳥獣の生息環境の保全と野生生物保
護思想の普及啓発が図られた。

探鳥会の開催（回）

県指定鳥獣保護区面
積（ha）

令和２年度事業の実施状況
（令和３年度新規・補正事業は事業内容） 主な指標

R元目標 R元実績

○ 1

取組
項目
ⅰ
ⅱ
ⅴ

鳥獣保護費
鳥獣保護区の設定・管理、ガンカモ調査及び鳥インフルエン

ザ対策の実施、対馬野生生物センターにおける展示解説及び
小中学生を対象とした講演会を実施したが、探鳥会はコロナ禍
の影響により実施を見送った。

―
―

達成率

R2目標

自然環境課

R2実績
事業実施の根拠法令条項

２．令和２年度取組実績（令和３年度新規・補正事業は参考記載）

中
核
事
業

事
業
番
号

取
組
項
目

事務事業名

事業費　(単位:千円） 事業概要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

令和２年度事業の成果等

うち
一般財源

事業期間 法令による
事業実施の
義務付け

県の裁量
の余地が
ない事業

他の評価
対象事業

(公共、研究等)

R3目標
所管課(室)名 事業対象

人件費
(参考)

　　　　　　　　　　指　標

②生物多様性保全と利用活動に取り組む会
社員の参加割合

１．計画等概要

（長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025　本文） （取組項目）

①生物多様性の現状を継続的に把握するとともに、法令等に基づく規制やツシマヤマネコをはじめとした
希少な野生生物の保護及び地域の自然環境の保全事業を行います。
②本県の特徴である美しい海や里地里山、島々のかけがえのない自然等の保全を図るため、行政や市民
団体等をはじめとした多様な主体による事業を支援していきます。

ⅰ）生態系に対する気候変動等影響監視モニタリング及び生物多様性に係るデータベースの構築（事業群①）
ⅱ）希少種や外来種等に係る条例などの規制的手法による保全（事業群①）
ⅲ）増えすぎた鳥獣や人為的に持ち込まれた外来種による生態系被害防止のための捕獲等の実施（事業群①）
ⅳ）行政、民間、NPO等による生物多様性保全活動に対する支援制度の充実（事業群②）
ⅴ）里地里山等四季を通じて多種多様な自然とふれあい学べる各種活動の推進及び支援制度の創設（事業群②）

　　　　　　　　　　指　標 （進捗状況の分析）

①法令規制及び保全事業活動により守られ
た生物多様性を構成する野生動植物の種数

①本県における生物多様性保全を進めるため、県未来環境条例に基づく
希少野生動植物種指定により捕獲等規制を行うとともに、緑といきもの賑
わい事業による民間団体等の取組への支援及び県事業による自然環境
保全対策工事等による保全を実施していく。

②生物多様性の保全及び利用活動への取り組みを推進するためには、
環境行政のみならず事業者から県民1人ひとりまで多様な主体の協力が
不可欠であり、職種別で参加割合が低い会社員の底上げを行うことで、
家族ぐるみの活動や所属する企業への波及による取り組み推進につな
げていく。

事
業
群

施 策 名 人と自然が共生する持続可能な地域づくり 事 業 群 関 係 課 （ 室 ）

生物多様性の保全

基 本 戦 略 名 安全安心で快適な地域を創る 事業群主管所属・課(室)長名 県民生活環境部　自然環境課



1,720 1,720 7,954

【活動指標】
R元：希少野生動植
物保全事業検討会の
開催（回）

2 2 100%

2,676 1,246 7,926 20 26 130%

3,285 1,791 8,057 20

【活動指標】
R元：自然環境情報を
整理し公開を行った
地域数（地域）

0 0 ―

1 1 100%

1

【成果指標】
R元：自然環境保全
地域等指定数（件）

1 1 100%

23
計画策定のた

め未実施 ―

― ― ― 24

4,683 4,683 795 【活動指標】 52 52 100%

4,835 4,835 793 52 51 98%

5,495 5,495 806 52

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

13,587 0 4,772 【活動指標】 63 63 100%

11,539 0 4,775 62 62 100%

16,451 0 4,834 62

【成果指標】 1 1 100%

1 1 100%

○ ○ ― 1

157 157 1,988 【活動指標】 数値目標なし 0 －

26 26 1,981 数値目標なし 0 －

249 249 2,014 数値目標なし

【成果指標】 74,091 74,091 100%

74,091 74,091 100%

― ― ― 74,091

4,073 2,037 5,568 【活動指標】 1 1 100%

7,084 3,543 5,548 1 1 100%

7,246 3,623 5,640 1

【成果指標】 1 1 100%

1 1 100%

― ― ― 1

5

自然公園計画検討費 島原半島県立公園において、公園区域の明確化について関
係市と調整を行った。

●事業の成果
・優れた自然風景地の適正な保護と利用の増進
を図るため、公園計画の再検討を実施すること
により、県内の自然公園の面積は県土の約
18％を維持しており、県民へ豊かな自然とふれ
あえる場を提供できた。

審議会（自然環境部
会）回数（回）

―
―

自然公園面積（ha）
自然環境課 県内の優れた自然を享受する公園利用者及び地域住民

R2-：生物多様性など
自然環境情報公開地
域数（地域）

生息状況（痕跡）調査
実施ルート数（ルー
ト）

絶滅のおそれのある野生動植物の種
の保存に関する法律第45条

ツシマヤマネコ保護増
殖事業

ツシマヤマネコの生息状況モニタリング調査を実施するととも
に、ツシマヤマネコの交通事故防止キャンペーン等を実施し
た。

一般県民

―

― 生息状況モニタリン
グ 評 価 会 議 の 開催
（回）自然環境課 一般県民、対馬市民、来島運転者

取組
項目
ⅱ

○ 2

取組
項目
ⅰ
ⅱ

生物多様性保全・見え
る化事業費

県生物多様性保全戦略に基づき、レッドリスト掲載種のモニタ
リングを実施し、保護が必要な野生動植物種の捕獲･採取等を
条例により規制するとともに、生物多様性に関する情報を集
積・地図情報等として整理し、最新の知見をWebサイトにより普
及啓発を行った。

●事業の成果
・絶滅のおそれのある希少野生動植物種（植物
３種、魚類２種、貝類２種）について、その捕獲・
採集を規制する保存地域を指定し保護の充実を
図った。

R2-：希少種モニタリ
ング実施回数（回）

― R2-：生物多様性保
全・利用活動への参
画割合（％）自然環境課

●事業の成果
・シカによる生態系被害が生じている壱岐対馬
国定公園対馬地域の棹崎、御岳、上見坂、白嶽
周辺で捕獲を実施した結果、シカ食害軽減が図
られた。

協議会の開催数（回）

―
H27-R5 国定公園内でのシカ

の捕獲実 施地 域数
（地域）自然環境課

自然公園来訪者、対馬市民、観光関係事業者、農林事業者、
狩猟者

狩猟取締費
　鳥獣保護管理員による巡視活動を実施した。

●事業の成果
・都合上の辞任による鳥獣保護管理員１名減
（現在補充作業中）となったが、県下鳥獣保護区
の巡視は概ね実施でき、鳥獣保護区内の違反
は発生しなかった。

鳥獣保護管理員を前
年度人員 以上 委嘱
（人）

―
― 鳥獣保護区における

鳥獣保護管理法違反
発生数（件）自然環境課 一般県民、狩猟者、有害捕獲従事者、農林事業者

●事業の成果
・ツシマヤマネコの生息状況調査を全62ルート
で行うとともに、モニタリング評価会議を開催し
た。また交通事故防止キャンペーン等の保護活
動を実施した。これによりツシマヤマネコの保護
が図られた。

○ 6
取組
項目
ⅲ

自然観光資源回復事業
費

生態系被害の防止を図るため、壱岐対馬国定公園対馬地域
上県町棹崎、御岳、美津島町上見坂、白嶽周辺において、ニホ
ンジカの捕獲（わな猟）を実施した。

専門家や地元関係者による協議会を開催し、捕獲事業の検
討を行った。

3

4



5,500 5,500 795 【活動指標】 2 2 100%

5,500 5,500 793 2 2 100%

5,500 5,500 806 2

【成果指標】 40 41 102%

40 44 110%

― ― ― 40

8,784 265 6,363 【活動指標】 5 5 100%

8,414 264 6,340 5 7 140%

10,596 851 6,445 ―

【活動指標】 ― ― ―

― ― ―

3

【成果指標】 6 6 100%

6 6 100%

―

【成果指標】 ― ― ―

― ― ―

― ― ― 24

ⅰ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅱ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅲ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅳ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

○ 7
取組
項目
ⅳ

負傷鳥獣救護活動強化
事業費 一般県民等から救護要請のあった負傷鳥獣を救護し、自然

復帰を図った。

救護業務の委託件数
（件）

―
― 負傷鳥獣の野生復帰

率（％）自然環境課 一般県民、救護要請者

●事業の成果
・専門家よる適切な治療行為の結果、44%の負
傷鳥獣を野生に復帰させることができた。

増えすぎた鳥獣や人為的に持ち込まれた外来種による生態系被害防止のための捕獲等の実施（①）

　壱岐対馬国定公園対馬地域及びその周辺において、希少野生動植物種を食害するシカの適正管理のため捕獲を実施し
ているが生態系の回復には至っていない。また、特定外来種アライグマ、ツマアカスズメバチ、セアカゴケグモ等について関
係機関で連携し捕獲等対策を行っているが根絶には至っていない。

シカ対策については、関係機関による農用地周辺や森林地域における捕獲と連携しつつ、
希少野生動植物種等に被害が生じている国定公園区域内での効率的捕獲手法によるシカ
の管理を強力に推進していく必要がある。また、外来種については関係者間で情報共有を密
に行い、根絶を目指し連携した対策を進めていく必要がある。

行政、民間、NPO等による生物多様性保全活動に対する支援制度の充実（②）

　高齢化、後継者不足、会員不足や活動資金不足等により、民間等団体による保全事業実施が進まない状況である。 団体会員の安定的な確保に資する普及啓発、自立し継続した活動が実施可能な組織基盤
強化に資する事業に対して支援する必要があることから、緑といきもの賑わい事業により令
和3年度から支援できるよう制度改正を実施。

―

希少種や外来種等に係る条例などの規制的手法による保全（①）

条例に基づく希少野生動植物種捕獲採取規制による保護、法に基づく鳥獣保護区設定による鳥獣の生息環境保全、環
境省主導による国内希少野生動植物種ツシマヤマネコ保全への協力や特定外来生物の放出等規制についての周知等を
図っているが、自然に対する関心の低さから、野生動植物種への影響や生態系の悪化に歯止めがかかっていない。

県民に対し、希少種保全や外来種対策の推進といった生物多様性保全の重要性について
理解を深めてもらうことが重要であることから、県民への普及啓発を進めるとともに、県民に
よる多くの目での監視を図っていく必要がある。

希少野生動植物種においては、専門家による県レッドリスト掲載種等の現地調査を行い、生息生育状況や捕獲採取圧等
にかかる基礎データの収集を進めているが、離島半島など複雑な海岸線等変化に富んだ県土を十分に調査するまでには
至っていない。

生物多様性保全の推進に当たり、現状や変化を的確に把握するための基礎データ収集は
重要であり、R2改訂した県生物多様性保全戦略において重点項目に位置付け、実施強化を
図っていく必要がある。

生物多様性保全等事
業実施団体数（団体
数）

8

緑化事業実施箇所数

自然環境課 市町、ＮＰＯ等民間団体

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
生態系に対する気候変動等影響監視モニタリング及び生物多様性に係るデータベースの構築（①）

取組
項目
ⅳ
ⅴ

緑といきもの賑わい事
業

長崎県生物多様性保全戦略に基づいた各種保全対策を推進
するため、緑化事業及び保全地域等の保全事業や希少野生
動植物の保護増殖等に民間団体等とともに取り組んだ。

●事業の成果
・市街地における緑地の増加及び希少野生動
植物の保全に貢献することができた。

補助団体数（団体）

H26-R7 生物多様性保全と利
用に関する取組みへ
の参画割合（％）



ⅴ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

取組
項目
ⅱ

現状維持

―

○ 7

②⑧

対馬におけるシカの捕獲について、ツシマヤマネコをはじめとした希少野生動植物
の生息生育環境に影響が生じている国定公園区域内で適正頭数への減少に必要な
捕獲圧をかけている状況であり、今後も関係機関との連携を強化のうえ捕獲を継続
していく。

5

自然公園計画検討費

― ②

―
一般県民等からの救護要請は引き続き多く、その救護には専門的な技術と経験が

不可欠である。また、今後も人間活動との軋轢による野生鳥獣の負傷もあることか
ら、救護活動の継続が必要である。

現状維持

―

自然環境課

国定公園・県立自然公園は、自然公園としての資質を維持するために保護と利用
を計画的に実施する必要があり、定期的な区域内外の自然環境の変化や区域線の
明確化、利用形態の変化等の検討を継続していく。

現状維持

―

自然環境課

自然環境課

４．令和３年度見直し内容及び令和４年度実施に向けた方向性

事業構築
の視点

見直しの方向

里地里山等四季を通じて多種多様な自然とふれあい学べる各種活動の推進及び支援制度の創設（②）

鳥獣保護区をフィールドに親子を対象とした探鳥会、ツシマヤマネコ保全活動を学べる体験授業の開催、民間団体による
保全活動等に対する支援等を実施しているが、行政の実施には限界があり、支援制度についても十分認知されている状況
に至っていない。

見直し区分
所管課(室)名 ※令和３年度の新たな取組は「R３新規」等と、見直しがない場合は「―」と記載

○ 1

取組
項目
ⅰ
ⅱ
ⅴ

鳥獣保護費

― ― 現状維持

―

○

取組
項目
ⅰ
ⅱ

本県を特徴付ける生物種や生態系の保全には、広域的な鳥獣保護区の設定や維
持が不可欠であり、地域社会への影響が大きい鳥インフルエンザ対策も極めて必要
性が高い。併せて生物多様性保全には県民や将来を担う子供達への普及啓発が必
要であり、今後も継続が必要である。

中
核
事
業

事
業
番
号

取
組
項
目

事務事業名
令和３年度事業の実施にあたり見直した内容

令和４年度事業の実施に向けた方向性

事業期間

改善

H27-R5

自然環境課

○ 6
取組
項目
ⅲ

自然観光資源回復事業
費 ニホンジカを効率的に捕獲するため、餌による誘引捕獲手法を

導入する。

取組
項目
ⅳ

負傷鳥獣救護活動強化
事業費

―

3

狩猟取締費

― ―
鳥獣保護区での違法捕獲等の防止や、狩猟や有害捕獲の適正かつ安全な実施、

更に鳥獣及び生息環境に関する情報の把握には、鳥獣保護管理員の巡視の継続が
必要である。

行政のみならずNPO等多様な主体による保全活動の推進が重要であることから、生物多
様性保全の重要性の認識を高めるための普及啓発事業の実施を支援していくとともに、県
WEBにより活動状況等情報を発信することで県民の自発的な保全活動への参加を促してい
くことが必要である。

拡充

―

自然環境課

自然環境課

2

生物多様性保全・見え
る化事業費

R2に改訂した県生物多様性保全戦略に基づき、絶滅のおそれ
のある希少野生動植物種のモニタリングを行い、保全の必要性
のある種について条例により指定保全するとともに、それらを含
む生物多様性保全に関わる各種情報をWEBサイトに順次公開す
ることで、保全から普及啓発までを一体的に進める。

①
県生物多様性保全戦略で2025年までに取り組むべき重点目標として掲げている

「生物多様性の主流化（他人事ではない自分事として問題意識してもらうこと）の推
進」に向け、保全及び見える化事業の継続が必要である。
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取組
項目
ⅳ
ⅴ

緑といきもの賑わい事
業

事業実施主体（NPO等民間団体等）の活性化による生物多様
性保全事業の推進を図るため、従来の保全事業に加え普及啓
発・組織基盤強化事業を追加した。また、緑化事業については一
定の成果が見られるとして環境学習に資するものに限定し事業を
縮小した。

②
実施団体の活性化を図るための支援を継続するとともに、支援事業の成果につい

て県HP等WEBによる情報発信を行うことにより、事業実施団体の醸成及び掘り起こ
しを進める。

改善

H26-R7

自然環境課

注：「２．令和２年度取組実績」に記載している事業のうち、令和２年度終了事業、100%国庫事業な
どで県の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者
制度導入施設評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点


